
 

報道関係者 各位                     

 2010 年 11 月 11 日 

日本経営品質賞委員会 
 

 
公益財団法人日本生産性本部（理事長：谷口 恒明）が設立した、日本経営品質賞委員会（名誉

総裁：寛仁親王殿下 委員長：佐々木 元 日本電気株式会社 特別顧問）は 11 月 11 日（木）、2010
年度「日本経営品質賞」受賞組織として以下の組織を発表した。表彰式は、2011 年 2 月 23 日（水） 
にロイヤルパークホテル（東京・水天宮）で開催する。 

＜日本経営品質賞 中小規模部門 受賞＞ 

株式会社 武蔵野 
（本社：東京都 小金井市 / 従業員：232 名） 

代表者： 
代表取締役 社長 小山 昇 氏 

■ 株式会社武蔵野は、2000 年に日本経営品質賞を受賞しており、2 度目の受賞は、本賞創

設以来、初となる。 

■ 今回の受賞にあたっては、衛生用品レンタル業界の競争が激化する中、同社ダスキン事

業が 2000 年の受賞以降も堅実な成長を遂げてきたこと、自社が持つ経営ノウハウや仕組

みを生かした経営サポート事業を新たに立ち上げ、ダスキン事業と並ぶ 2 つ目の大きな柱

として成長し続けていること、さらに、社長の強いリーダーシップ体制から、現場主導型の

経営体制へと、10 年をかけて変革を進めてきたこと、などが評価された。 

また、昨年度から「日本経営品質賞」へのステップとして新設された「経営革新推進賞」「経

営革新奨励賞」には、それぞれ以下の組織が選ばれた。 
 

＜経営革新推進賞＞ ＊経営革新推進賞、経営革新奨励賞の位置づけについては、別紙 3 をご覧下さい。 
株式会社ねぎしフードサービス（本社:東京都 新宿区 / 主な事業:外食店チェーン） 

 
＜経営革新奨励賞＞ 
 森永乳業株式会社 市乳事業部（本社:東京都 港区 / 主な事業:宅配商品を中心とする企画販売） 
 株式会社マイマイ（本社:福岡県 福岡市 / 主な事業:自動車教習所）          

なお、本年度は大規模部門：2組織、中小規模部門：5組織、合計 7組織からの申請を受けた。

地方自治体部門からの申請はなかった。 

 

【問い合わせ先】日本経営品質賞委員会 アドミニストレーション 担当：小林・手塚 

〒150-8307 東京都渋谷区渋谷３－１－１ （財）日本生産性本部内 

Tel：03-3409-2641 / Fax：03-3409-1167 / E-Mail：kobayashi@jqac.com 
         URL：http://www.jqaward.org/ 

 

 「株式会社 武蔵野」 が受賞 

2010 年度 日本経営品質賞 受賞組織決定



２０１０年度日本経営品質賞 中小規模部門 受賞 

株式会社武蔵野 

 
表彰理由 

 

株式会社武蔵野は、2000 年受賞時の「社長のトップダウン経営」から、10 年を経て顧客の声を現場の価値創

造に結び付けるために、過去の経験則よりも現場の事実を重視した「社員主体の自律的経営体制」に変革した。

2000 年受賞時の在籍社員が半数以下のなか、競争が激化する衛生用品レンタル業界において、同社ダスキン

事業は堅実に成長するとともに、ダスキン事業での経験をもとにした経営サポート事業を、新たな経営の事業基

盤として確立させた。永年にわたり、守ることと変えることを明確にした戦略、人材の採用・育成・登用が従業員中

心の組織力を強化してきたことで、2 つの事業における高い顧客満足度と社員満足度、そして極めて健全な財務

状態の達成に結びついている。2000 年受賞以降の継続的な変革は、経営品質の基本理念の具現化、組織開発

や事業承継等、多くの中小規模企業に参考となるヒントを与えてくれる。 

以下が今回の審査で高く評価した点である。 

 

１．従業員自身の成長によって現場主導型の経営体制が確立している 
トップダウンの指示通りに行動するだけでは現実に対応できないことに従業員自らが気づき、2004 年頃から中

間管理職層や現場従業員自らが、経営層に対して顧客の声の代弁者として主体的に意見を言えるシステムをつ

くり始め、現在、現場中心の自律的なマネジメント体系を完成させている。2000 年の日本経営品質賞受賞以降

10年間をかけて実現してきた「トップダウンからボトムアップの経営」は、単に意思決定プロセスの流れを上方向か

ら下方向に変えるという仕組みの変更にとどまらず、経営品質向上プログラムが目指している、従業員の意識と思

考、組織の対話の変革による現場主導型の経営体制が確立していると評価できる。 

 

２．変革の歩みの中で守ることと変えることを明確化して戦略と日常行動に落とし込んでいる 
独自の「経営計画書」等を中核とする組織価値観、「早朝勉強会」と「環境整備」を基本にした社員教育、地域

密着の市場戦略等、経営の根幹は守り続ける一方、市場全体では競争が激化するダスキン事業は、市場環境や

顧客ニーズの変化に応じた新たな工夫・改善を随所に行うことで堅調な成長を見せている。また、介護保険適用

外の高齢者向け介護サービスという社会的意義の大きい事業への進出や、当初小山社長の個人的な経営指南

塾に近かった経営サポート事業を、自分たちの組織変革の事例を理論化して顧客の会員化を進め、組織革新の

定着プログラムとして体系化し、5 年間で 5 倍の事業規模へと急成長させている。こうした事業・組織構造を大きく

転換させながらも、変革の歩みの中で守ることと変えることを明確にし、戦略や具体的な日々の活動に落とし込ん

でいることが、極めて健全な財務状態の維持につながっていると評価できる。 

 

３．“徹底すること”と徹底できる仕組みが組織文化として定着している 
永年続けている地域貢献活動や、一人ひとりの従業員が自分の判断で顧客への役立ちや気配りを行なってい

ること、部門会議や組織横断チームでは常に「未来対応型問題解決シート」を思考のフレームワークとしているこ

と等、顧客本位の思考や行動する習慣が定着している。同時に成果の見える化、従業員の積極的な行動をあら

ゆる面から発見し褒め称える仕組み等により、“徹底すること”が独特の組織文化として定着しており、その結果が、

高い顧客満足度、従業員満足度を生んでいる。 

 

４．人材の力を活かし切る採用・育成・登用のシステムが活力にあふれる組織をつくっている 
採用段階でのインターシップ制度や内々定以降の独自の工夫による入社前研修等のフォローにより、5年以内

の定着率は 86.8％と、中小企業として極めて高い状態にある。また入社後のＯＪＴ制度や専門トレーナーによる育

成支援、役職者の社内公募なども盛んに行われている。さらに、ダスキン事業のベテラン社員が経営サポート事

業の講師やスタッフにキャリアアップする機会も開かれており、人材が自立的に育つ状況が意図的に作られてい

る。従業員の経営参画の機会、価値原則・行動原理の明確化、活発な社内コミュニケーション活動、何事もオー

プンにする会社風土、健全な財務に裏付けられた人材育成投資によって、人材と利益が組織内で還流し、自分

たち自身で未来を創造できる力強い組織を創り出している。 
 

以 上 
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● 設立    １９５６年６月 
● 代表者    代表取締役 社長 小山 昇 
● 本社所在地 東京都小金井市東町４－３３－８ 
● 資本金 ９，９３５万円 
● 売上高 ３６億１４６０万円（２０１０年４月期実績） 
● 従業員 ２３２名（２０１０年４月末現在） 

株式会社武蔵野の概要           
 
 
 
 
 
 

 

【沿革・事業内容】 

  ㈱武蔵野は、1956 年 6 月に東京都武蔵野市に薬局として創業者 藤本寅雄が開業しました。1964 年に㈱ダ

スキンの創業者 鈴木清一と出会い、東京の第一号加盟店としてダスキンの事業を開始しました。1989 年に現

代表の小山昇が社長に就任、経営計画書による経営と環境整備を軸に、バックヤードはデジタル化し、お客様に

は徹底したアナログ対応による接客で、“小さなテリトリーで大きな占有率を確保する”戦略で事業を伸ばして

きました。現在、東京多摩地区のみで 14 の営業所でダスキンの事業を展開しております。 
 2000 年度日本経営品質賞を受賞し、2001 年に全国の中小企業対象に経営サポート事業部を設立。『経営の動く

ショールーム』として、武蔵野の現実・現場・現物と仕組みを公開し、2010 年 11 月現在、全国で 365 社の企業

様が会員となり業績向上のお役立ちを行っております。主に提供しているサービスとしては、経営計画書の作成

や長期事業計画の作成等を小山が直接指導する【実践経営塾】、幹部社員対象に幹部の意識改革を行う【実践！

幹部塾】等のセミナー形式のものから、【環境整備定着プログラム】など直接お客様先で改善のお手伝いする訪

問形式の商品も提供しております。会員企業様のお困りごとに合わせたプログラムを 50 種類用意し、業界問わ

ず幅広いお客様層から支持をいただいております。 
また 2003 年には介護保険外のサービスを提供するダスキンホームインステッド事業を開始、ご高齢者の方々

が出来るだけ長い間、自宅で暮らせるよう支援を行い、多摩地区に 5 拠点を構え、ご高齢者とそのご家族に安心

を与える事業を行っております。 
【経営品質向上活動への取り組み】 

1997 年に経営品質と出会い、毎年いただく評価レポートを基に経営改善を繰り返しました。幹部社員中心に

29 名をアセッサーの教育を受けさせ、2000 年度に日本経営品質賞を受賞しました。当時の主な受賞理由はトッ

プ小山の強力なリーダーシップによる経営計画書による経営でした。その後の事業の拡大に伴い経営革新をする

上で、市場の変化、お客様の声をより正確に、そしてスピーディーに小山に上げられる組織にしていかないと、

お客様の要望に応える事が出来ないと気付きました。2004 年度に提言いただいた内容に『社員一人一人にお客

様の重要性を考えさせる環境が必要』との提言を受け、小山自らが変化し、今まで一人で作成していた経営計画

書も幹部を参画させて作成するなど、社員に考えさせる環境を用意しました。現場で起きている事実、お客様の

ニーズの変化をトップに上げる仕組みを確立し、経営判断に必要な情報を下から上げる仕組みを確立し、トップ

ダウンの経営からボトムアップの経営にシフトチェンジする事により、お客様に対して更なる満足度の向上、不

満足要因の解消に努める事に繋がりました。 
経営品質と出会って 13 年、続けてきた事が今の武蔵野にとって大きな財産となっております。日本経営品質

賞の歴史の中で、初めての 2 度目の受賞企業となりましたが、慢心することなく更なる経営改善を行い、一層の

努力をして参ります。 
〈本件お問い合わせ先〉 

〒184-0011 東京都小金井市東町４－３３－８ 

株式会社 武蔵野  ＪＱＡ事務局  高梨 昌俊 

TEL 042-383-6340  FAX 042-384-3124 E-mail takanasi@musashino.jp 
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日本経営品質賞（Japan Quality Award）について 

１． 日本経営品質賞とは 

日本経営品質賞は、わが国企業が国際的に競争力のある経営構造へ質的転換をはかるため、

顧客の視点から経営を見直し、自己革新を通じて顧客の求める価値を創造し続ける組織の表

彰を目的として、（財）日本生産性本部が1995年12月に創設した表彰制度です。今回までの15

年間に178組織が申請し、本年度の受賞組織を含めてこれまでに27組織が受賞しております。 

また、2009年度より「日本経営品質賞」に加えて、同賞に至る2段階の賞を新たに設け、以

下の３つの賞に該当する組織を表彰しております。 

●日本経営品質賞：「日本経営品質賞アセスメント基準」に基づく審査において、経営革

新を進めるモデルとしてふさわしいと認められた組織 

※大規模部門と中小規模部門の両部門合わせて最大６組織まで、また地方自治体部

門は最大２組織までを表彰します。 

●経営革新推進賞：日本経営品質賞アセスメント基準に基づく審査において、セルフア

セスメントを積極的に用いた経営革新の実践活動が行われ、総合評

価で一定レベルに達していると認められた組織 

●経営革新奨励賞：日本経営品質賞アセスメント基準に基づく審査において、セルフア

セスメントを活用した経営革新活動に取り組みはじめ、申請後初め

て総合評価で一定レベルに達していると認められた組織 

 
２． 日本経営品質賞委員会 

日本経営品質賞委員会は、日本経営品質賞全体における最高意思決定機関で、わが国を代

表する各界のリーダー７名による構成となっております。経営革新のモデル組織としての表

彰組織の決定・発表、表彰制度、アセスメント基準の妥当性、審査員の選考、審査プロセス

など、日本経営品質賞に関するあらゆる面を審議、検討、決定しております。 

名誉総裁：寛仁親王殿下 

委員長：  佐々木 元 氏（日本電気株式会社 特別顧問） 

委 員：  有馬 利男 氏（富士ゼロックス株式会社 相談役特別顧問）   

委 員： 飯塚 悦功 氏（東京大学大学院 工学系研究科 特任教授） 

委 員： 野中 郁次郎 氏（一橋大学 名誉教授） 

委 員： 野中 ともよ 氏（特定非営利活動法人 ガイア・イニシアティブ 代表理事） 

委 員： 福川 伸次 氏（財団法人 機械産業記念事業財団 会長） 

委 員： 山崎 彰三 氏（日本公認会計士協会 会長） 

※これまでの受賞組織や審査プロセスの詳細については、日本経営品質賞ホームページ 

（http://www.jqaward.org/）をご覧下さい。 

以 上 
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